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研究課題名 
大熊町、富岡町におけるリスクコミュニケーションを通じたリスク認知、メンタ

ルヘルスの経時的変化の評価 

研究期間 令和２年度 ～ 令和４年度（３年間） 

 

 氏名 所属機関・職名 

主任研究者 高村 昇 長崎大学原爆後障害医療研究所・教授 

分担研究者   

若手研究者   

 

１．研究の概要 

我々はこれまで、川内村や富岡町における住民の帰還企図に関連する要因や、放射線リスク認知に

ついて調査を行ってきた。2019 年から大熊町の帰還が始まり、被災地域の復興を加速するためのエビ

デンスの蓄積が求められている。そこで本研究は、長崎大学が復興推進拠点を設置している富岡町と、

2019 年度から復興支援を開始している大熊町と連携し、浜通りの復興、住民の放射線リスク認知の改

善に資する研究を推進することを目的とした。 

具体的には富岡町、大熊町において、特定復興再生拠点を中心とした環境モニタリングや食品モニ

タリングを継続して住民の外部被ばく、内部被ばくに関連する情報の発信を行うと同時に、特に「帰

還するかどうか迷っている」住民において、放射線リスク認知やメンタルヘルスの評価を経時的、統

計学的に評価した。 

以上のような取り組みを通じて、原子力災害からの復興に向けて長期の避難を余儀なくされた被災

地域住民に対して行うべき効果的な情報提供やリスクコミュニケーションについての提言を行い、

「原子力災害復興学」の確立に向けたエビデンス構築を進めた。 

 

 

２．研究期間内に実施した内容 

年目／実施年度 実施した内容 

１年目 福島県富岡町は平成 29 年４月に町役場機能を避難先の郡山市から富岡町内に

戻し、住民の帰還が開始したが、事故から長時間が経過し、住民の帰還には困難

も多かった。「帰還したい」住民が戻ることができる環境の整備のためには、イン

フラの整備や除染に加えて、地域の状況にマッチした、放射線に関する正しい情

報へのアクセスが極めて重要であり、研究責任者らが福島県川内村で行ってきた

研究事業、リスコミ事業を比較的被ばく線量が高いことも予想される富岡町にお

いて展開することで、環境保健行政に資する科学的エビデンスを構築することを

目的とした。 

令和２年度 
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令和２年度は、富岡町のうち特定復興再生拠点となっている夜の森地区の空間

線量率・放射性セシウム検出率の経時的評価を行い、先行除染による環境放射能

の低減化・環境改善が認められ、避難指示解除の科学的妥当性を示した。また、同

町の大倉山において、自然災害級の台風・豪雨等による森林域の環境放射能を評

価し、空間線量率・放射性セシウム分布に大きな変動が認められなかったことか

ら、ウォッシュアウト効果は期待できず、森林利活用時の被ばく管理が重要であ

ることを示した。 

また、住民の帰還企図とメンタルストレスについての関連を調査し、「富岡町に

帰還するかどうかを悩んでいる」住民は、「帰還した（すると決めた）」住民や「帰

還しないと決めた」住民に比較して、メンタルストレスが高いことが示された。

今後、 「帰還するかどうか迷っている」住民に対する情報の提供や、リスクコミ

ュニケーションが重要であることを示した。 

２年目 令和３年度は、富岡町において避難指示の一部解除以降の５年間における帰還

住民の生活空間における環境放射能を評価し、追加被ばく線量は年間１mSv を下

回るレベルにまで低減化していることを示した。また、平成 31 年（2019 年）１月

以降の４年間に同町内で採取・栽培された食品のスクリーニング結果を解析した

結果、野菜・果物では放射性セシウムの基準値超過率はほぼ認められず、山菜・キ

ノコ類では放射性セシウムの基準値超過事例が散発しているものの、摂取による

内部被ばく線量は極めて限定的であることを示した。一方、同町の特定復興再生

拠点に位置する建屋を対象に、解体時に飛散する放射性セシウムの環境動態を評

価し、137Csの飛散量あるいは吸入による内部被ばく線量は極めて限定的であるも

のの、工事車両の往来に伴い局所的に 137Cs が再浮遊することが示唆され、高線量

を維持する帰還困難区域の環境放射能レベルの推移と併せ、長期的なモニタリン

グが重要であることを示した。 

また、住民の帰還企図と QOL（生活の質）についての関連を調査し、「富岡町に

帰還するかどうかを悩んでいる」住民は、「帰還した（すると決めた）」住民や「帰

還しないと決めた」住民に比較して、QOL が低いことを明らかにし、前年度の調

査と併せて「帰還するかどうか迷っている」住民に対する情報の提供や、リスク

コミュニケーションが重要であることを示した。 

令和３年度 

３年目 令和４年度は、富岡町のうち特定復興再生拠点区域外（小良ヶ浜地区）におい

て、環境中に現存している 137Cs が再浮遊を繰り返し、微細なダスト（PM2.5）に集

積するものの、ダストの吸入による作業員の内部被ばく線量は極めて限定的であ

ることを示した。一方、大熊町の中間貯蔵施設周辺では、空間線量率・放射性セシ

ウム検出率が特定復興再生拠点区域に比べて高いレベルであることを確認した。

さらに、同町内における食品スクリーニングの結果から、栽培された野菜・果物

では放射性セシウムの基準値超過率は限定的であるものの、自生の山菜・キノコ

類では放射性セシウムの基準値超過事例が散見され、食品中の放射性セシウム分

布を注意深くフォローすることが重要であることを示した。 

また、2017 年の富岡町の帰町当初の放射線リスク認知と 2021 年 11 月に実施し

た最新の結果を比較した。帰町意向は、帰町を悩んでいる人の割合が減少し、帰

令和４年度 
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町した人、帰町したい人、帰町しない人の割合がそれぞれ増加していることがわ

かった。また、2021 年度のアンケート調査では、富岡町で採取された食材を摂取

することへの不安がある人、富岡町で生活することによる自身の健康影響への不

安がある人、放射線被ばくによる遺伝性影響への不安がある人の割合が減少して

いることが明らかとなった。健康関連の生活の質(QOL)を測定する SF-8 (8-Item 

Short-Form Health Survey)を用いた精神的な健康観に関する評価について、2019 年

度の調査結果では、帰還を悩んでいる住民は、すでに帰還した住民や帰還意向の

ない住民と比較して、有意に SF-8 の精神的なサマリースコア値が低かった（帰還

に悩んでいる住民 47.8±7.0；帰還した住民 45.9±6.8；帰還意向がない住民 47.1 ±

7.2、p=0.034）。一方で 2022 年度の調査では、住民の帰還意向の違いによる SF-8

の精神的なサマリースコア値に有意な差は見られなかった（悩んでいる住民 47.5

±6.8；帰還した住民 48.6±6.5；帰還意向がない住民 48.4±6.9、p=0.227）。帰還開

始以降、時間の経過に伴って、放射線リスクに対する懸念は減少していると考え

られた。一方で、2021 年のアンケート調査から、帰還から４年が経った後でも、

約 50％の人が、富岡町で採取された食材を摂取することへの不安、富岡町で生活

することによる自身の健康影響への不安、放射線被ばくによる遺伝性影響への不

安があると答えており、今後も町内外への放射線健康リスクに関する車座集会の

開催など情報発信を継続していく必要があると考えられた。 

 

３．研究終了時に得られた結果・結論 

① 研究結果・結論（総括）・成果など 

・ 特定復興再生拠点区域であった富岡町の夜の森地区周辺や大熊町・双葉町の中間貯蔵施設周辺の

空間線量率及び放射性セシウム分布の経時的評価を行い、夜の森地区の避難解除の妥当性を示すと同

時に、社会的な関心も高い中間貯蔵施設周辺エリアについて、効果的な放射線リスクコミュニケーシ

ョンを行うにあたってのエビデンス構築に貢献した。また、富岡町・大熊町における内部被ばく線量

評価を行い、線量は極めて限られていることを示した。 

・ 富岡町・大熊町住民において、帰還企図と QOL、放射線リスク認知との関連について調査し、特

に「帰還するかどうか悩んでいる」住民において QOL が低下していることが明らかとなった。今後

福島県浜通りの復興を加速させるためにも、 「帰還するかどうか悩んでいる」住民に対するリスクコ

ミュニケーションが重要である。これまで福島県においては帰還率が復興支援の指標の一つとされて

きたが、今後はこれに加えて住民の生活の質や心の健康の改善に向けたサポートといった多角的な支

援を必要があると考えられ、これまで以上に住民、行政、専門家といったステークホルダーの緊密な

連携が必要であると考えられる。 

・ 2017 年から長崎大学が復興推進拠点を設置している富岡町において、支援開始当初と現時点での

帰還企図および放射線リスク認知の変化について比較検討を行った。その結果、帰還を悩んでいる住

民は減少した一方、帰還をした住民や帰還意向を示す住民、さらに帰還をしないと決めた住民は増加

した。上記のように「帰還するかどうか悩んでいる」住民へのリスクコミュニケーションを積極的に

進めたことは一定の効果があったと評価される。さらに、放射線被ばくによる遺伝的影響への不安と

いった放射線リスク認知についても有意に改善しており、原子力災害からの復興に向けた持続的なリ

スクコミュニケーションの重要性を示した。一方で、いまだ健康不安を持つ住民が 50%以上いるのが
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現実であり、引き続きリスクコミュニケーション活動を行うことに加え、健康不安に関連している要

因についての解明をさらにすすめ、保健・福祉といった行政や住民といったステークホルダーと連携

しながらさらなる改善を目指す。 

・ 次年度以降海洋放出されることが決定した処理水について、富岡町住民を対象として調査を行い、

男性、福島県外に避難している住民、定期的に富岡町に訪問している住民、福島第一原発事故による

健康影響はあると考えている住民が、処理水について関心があることを示した。今後、処理水につい

てのリスクコミュニケーションを進めるうえで、重要な知見である。 

・ 本研究は、本学が大熊町と富岡町に設置している復興推進拠点の機能を活用し、住民や行政のニ

ーズのトレンドを把握し、それらに対する科学的アプローチでのエビデンスを構築してきたものであ

る。得られた結果をリスクコミュニケーション等によって還元し、さらなる復興につなげるという点

では、他の研究とそのアプローチが異なっていると考えられる。 

 

② 計画・目標通り実施できなかった事項とその理由 

特になし 

 

 

③ 当初の計画で予定した成果以外（以上）に得られた事項 

・上記のように、次年度以降海洋放出されることが決定した処理水について、富岡町住民を対象とし

て調査を行い、男性、福島県外に避難している住民、定期的に富岡町に訪問している住民、福島第一

原発事故による健康影響はあると考えている住民が、処理水について関心があることを示した。今後、

処理水についてのリスクコミュニケーションを進めるうえで、重要な知見である。この調査は当初本

研究で行う予定ではなかったが、現地における関心事が非常に高い事項となってきたため、調査を行

った。今後の研究の推進、さらには環境保健行政においても有用な知見と考えられる。 

 

 

４．研究成果の活用方策の提案 

本研究をさらに発展させる新たな研究や事業化の提案 

東日本大震災から 12 年が経過したが、大熊町の帰還率は 5%程度とまだ限られているのが現状であ

る。今後も、本研究で得られた知見を活用しながらリスクコミュニケーションを継続し、大熊町の復

興に貢献していくことが重要であると考えられる。 

一方で、2022 年にはこれまで避難が解除されていなかった双葉町の一部で避難が解除されたが、帰

還する住民は限られており、復興にはまだまだ時間がかかるのが現状である。 

長崎大学は双葉町と包括連携協定を締結し、町内に復興推進拠点を設置して教員を常駐させ、復興

支援活動を行っている。今後、本研究事業における知見を双葉町での復興支援に応用する一方、双葉

町をフィールドとした研究を新たに展開することで、福島の復興に資するエビデンスの蓄積を図るこ

とが必要であると考えられる。 
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研究課題名 メンタルモデル比較を用いた放射線リスク情報の提供と対話方法の提案 

研究期間 令和２年度 ～ 令和４年度（３年間） 
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主任研究者 小杉素子 静岡大学・准教授 

分担研究者   

若手研究者 
  

 

１．研究の概要 

福島原子力発電所事故から 10 年が経過しても、放射線リスクに対して福島県民の 6 割程度が不安

を感じている 1)。様々な情報提供が積極的に行われてきたにも関わらず、福島県民の不安が下げ止ま

っている理由のひとつとして、専門家の提供する情報と県民の求める情報のミスマッチが考えられる

2)。そこで本研究では、メンタルモデル・アプローチ 3）を用いて、福島原子力発電所事故由来の放射

線リスクに関する専門家と福島県民のメンタルモデル（知識のまとまり）を比較することにより、福

島県民の視点や理解の仕方に沿った情報提供資料や情報提供における留意点を抽出することを目的

とした。 

R2 年度から 3 カ年をかけて、専門家モデルの作成、受け手モデルの作成、メンタルモデルの比較

による相違点の抽出、抽出した相違点に基づく情報提供資料の作成と評価を行い、それらの成果を踏

まえ、リスクコミュニケーション方策への提案をまとめた。 

専門家メンタルモデルと受け手メンタルモデルは、構成要素である知識カテゴリは、“実効線量”を

除いてほとんどが共通しているが、各カテゴリに含まれる個別知識は、量や詳細さ、正確性が大きく

異なる。特に受け手が懸念している健康影響について、漠然とした不安やイメージのみを持つ受け手

が多い。影響が生じるメカニズムについては、DNAの傷を修復する機能があること、体内に摂取した

放射性物質は新陳代謝により体外に排出されることの認知が低い。 

メンタルモデルは専門家のモデルをベースとして作成しているため、全てのメンタルモデル図を因

果フローとして記述したが、専門家と受け手の理解の焦点と流れは大きく異なる。専門家は、放出さ

れた放射性物質の特定と実効線量に焦点があり、「放射性物質の特性」→「実効線量」→「影響メカニ

ズム」→「健康影響」となっている。他方、受け手は最大の注目が健康影響にあり、「健康影響」→「影

響メカニズム」→「被ばくの経路」→「日常生活での被ばく」となっている。これらの結果を踏まえ、

受け手の最も関心の高い健康影響に関する内容を最初に提示すること、代謝や排出、DNA の修復に

ついても伝えること、生活圏の放射線に関する情報のアップデートや適切な比較、気にすべき場所や

タイミング（除染していない場所、大雨時の河川など）が求められていること等を情報提供における

留意点としてまとめた。 

 

２．研究期間内に実施した内容 
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年目／実施年度 実施した内容 

１年目 令和 2 年度は、当該リスクに関わる科学的知見を整理するため、環境動態や健

康影響、リスク管理などの専門家へのインタビュー調査を行った。一次分析とし

て、専門分野ごとにインタビューの発話内容から主要な知識要素を整理し、それ

らを１枚に集約・統合して専門家メンタルモデルを作成した。整理するにあたり，

環境省の「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料（令和 3 年度版）」

4)を参照した。 

インタビューで得られた専門家の知見は、事故発生前からの科学的な知見が基

本となるものの、当初の理解や予測とは異なる知見なども示された。専門家メン

タルモデルは、福島第一原子力発電所の事故を起点とし、地域の復興・再生を到

達点としたフロー図の形で作成した。このモデルでは、放出された放射性物質の

種類や物理的・化学的性質から、それらの「線量測定」へと続き、放射線によるヒ

トへの健康影響を防ぐために必要な「被ばく線量評価」、「ヒトの健康影響」およ

び「検診・治療」につながっている。また、放射性物質の移動・変化の情報を含む

「環境動態」は、山林の植生や野生動物、河川・海の生物、生態系への影響に関す

る情報を含む「環境影響」、およびヒトの生活圏における「除染」へとつながる。

将来の地域の再生や基準値の取り扱いなどを含む「政策」は全ての要素と相互に

関連しつつ、科学的知見のみでは決定されていないことも示された。なお、この

モデルは本研究において「受け手（福島県民）の放射線リスクに関するメンタル

モデルに含まれているだろう領域」として設定した暫定的なものであり、放射線

リスクの科学的評価に関わるすべての専門分野が含まれているわけではない。 

令和２年度 

２年目 令和３年度は、前年度に作成した専門家メンタルモデルの枠組みを基に、事故当

時の福島県在住者を対象にインタビューを実施し、発話内容を整理して受け手メ

ンタルモデルを作成した。 

専門家モデルの枠組みに基づく半構造化インタビューで、福島第一原子力発電

所の事故発生から現在に至るまでの知識や経験、メディアや対人で得た情報など

について話を聞いた。３名のコーダーにより発話データを、事前質問紙で測定し

た「放射線の影響についての今現在の不安の程度」で２群に分け、発話内容を放

射線リスクについての知識や理解の仕方について整理した。専門家モデルで詳細

に言及される放射性物質名や特性を述べる人はほとんどいないが、風に乗り流れ

たため汚染状況が発電所からの距離によらず多様であることは不安の有無によら

ず理解している。環境中の放射性物質の挙動についてもほぼ発言はないが、土の

汚染による農作物への影響、除染の実施については知識がある。健康影響に関し

ては、がんと細胞や遺伝子を傷つけるというメカニズムに関する知識があり、何

か良くない影響が 10 年 20 年後にあらわれるという漠然としたイメージがある。

全体として不安の有無による２群間に知識内容の大きな違いは見られず、放射線

リスクについての知識内容や量が直接現在の不安に結びついているわけではない

ことが示唆された。 

これら発話データの知識を、専門家モデルの枠組みに合わせて整理し、１枚の

受け手メンタルモデル案を作成した。このモデル案は、福島県民の放射線リスク

令和３年度 
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についてのひとかたまりの知識や理解とみなすことができる。 

３年目 令和４年度は、まず、前年度作成した受け手メンタルモデル案が、想定する情

報の受け手である福島県民を代表するものであるかどうかを確認するため web 調

査を実施し、事故当時福島県に在住していた 900 名から回答を得た。インタビュ

ーで得られた放射線リスクに関する知識のうち、７割以上の認知度があるものを

受け手に共有されている知識とみなし、それ以外の知識は削除して受け手メンタ

ルモデルを確定した。 

専門家と受け手のメンタルモデル比較から、構成要素である知識カテゴリは“実

効線量”を除いてほとんどが共通しているが、各カテゴリに含まれる個別知識は、

量や詳細さ、正確性が大きく異なることが分かった。特に受け手が懸念している

“健康影響”についても、漠然とした不安やイメージのみを持つ人が多く、具体的

な症状や疾病の名前はあまり認識されていない。影響が生じるメカニズムについ

ては、遺伝子や DNA を傷つけるとことは７割以上の受け手に認知されているが、

傷を修復する機能があること、体内に摂取した放射性物質は新陳代謝により体外

に排出されることの認知はそれよりも低い。また、専門家の放射線リスクの理解

の仕方は事故により放出された放射性物質の特徴を視点とする因果フローで記述

できるが、受け手のメンタルモデルは健康影響に最も大きなフォーカスがあり、

そこから環境中の放射線量や農作物の検査へと関心が広がっていくことが示され

た。 

これらの知見に基づき、既存資料（環境省「暮らしの手引き」5）「暮らしの手引

き＋」6)「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料(令和３年度版)」4)）

を編集して作成した資料案を評価するためのグループインタビュー調査を、福島

県内在住の成人男女から成る６グループ(35 名)を対象に実施し、資料案が関心の

高い内容になっており分かりやすく、納得が得られると評価された。 

令和４年度 

 

３．研究終了時に得られた結果・結論 

① 研究結果・結論（総括）・成果など 

本研究は、事故後 10 年以上を経ても解消されていない放射線による健康影響への不安について、

これまで整備されてきたパンフレットや統一的基礎資料などに掲載されているにもかかわらず受け

手に届きにくかった重要な情報について、検証データに基づき受け手の知りたい順序や理解の筋道に

合わせた具体的な資料案を提示した。 

本研究で用いたメンタルモデル・アプローチは、特定のリスク問題に関する知識のまとまり（メン

タルモデル）を図式化し、専門家と受け手のメンタルモデルの相違点を明らかにすることで、どのよ

うな知識コンテンツや説明の順序が、受け手にとって分かりやすいか、焦点を当てるべき関心や懸念

は何かを明確にするための手法である。受け手もしくは専門家の片方の調査では明らかにできない、

理解の仕方に関わる知識内容やその順番、リスク問題を考える際に含まれる知識範囲などを明らかに

することができ、受け手の視点からの情報提供活動に有用である。ただしこのアプローチは、当該の

リスク問題についてある程度知識を持ち、不安や懸念があり情報を求めている人を「受け手」と想定

しており、（メンタルモデルを持たないと考えられる）知識のない人や、情報を求めていない人は対象
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外である。従って本研究の成果は，福島県外の人や興味関心のない人を対象とした情報提供には応用

が困難である。 

本研究の知見は、放射線リスクに一定の関心や知識があり情報を求めている人向けの資料を作成す

るために重要な留意点であり、福島県内のみではなく、放射線健康影響や原子力災害への不安を持つ

潜在的な受け手である一般住民にリスクコミュニケーションをする上でも、資料作成において役立

つ。また、受け手インタビューから避難や安定ヨウ素剤の配布、食品検査など被ばく線量を減らす対

処方法への関心は高いものの、なぜその行動に効果があるのかという理由を十分に提供・理解できて

いないことが分かった（例えばヨウ素と甲状腺の関係など）。これらは原子力緊急時に備えておくべ

き情報発信として、国内外の原子力緊急時準備計画に関するリスクコミュニケーションに活用できる

と考えられる。 

 

② 計画・目標通り実施できなかった事項とその理由 

計画では専門家インタビューおよび受け手インタビューは対面で実施することを予定していたが、

新型コロナウィルス感染症の拡大により、全ての専門家インタビューと受け手インタビューの 9 割ほ

どがオンラインでの実施となった。個別インタビューにおける対面とオンラインの違いについては、

得られる発話の質や量について影響が全くなかったとは言えないかもしれない（ただし、違いがある

という明確な知見も現時点ではない）。事前に接続テストをしても、本番での接続トラブルや音の品

質劣化がインタビュー参加者のオンライン環境やスマートフォン・PC 機種により生じたケースもあ

った。 

 

③ 当初の計画で予定した成果以外（以上）に得られた事項 

受け手インタビューの実施自体が、福島県民（元県民）にとって、社会や国（環境省）が被災地や

復興についての関心を持ち続けているのだというポジティブな意味を持って対象者に受け止められ

たことは、研究メンバーにとって全く予期しない事であった。同時に、新型コロナやオリンピックと

いった社会的インパクトの大きな事象の陰になり、福島県の原発事故被災は忘れ去られていくという

懸念や不安を人びとが抱いていることも明らかになった。 

 

４．研究成果の活用方策の提案 

本研究をさらに発展させる新たな研究や事業化の提案 

本研究の成果は、これまで整備されてきたパンフレットや統一的基礎資料などに掲載されているに

もかかわらず受け手に届きにくかった重要な情報について、検証データに基づき受け手の知りたい順

序や理解の筋道に合わせた具体的な資料案を提示した点である。この資料案および、資料案を作成す

るための方針および手続きは、放射線リスクに一定の関心や知識があり情報を求めている人向けの資

料を作成するために重要な留意点であり、福島県内のみではなく、放射線健康影響や原子力災害への

不安を持つ潜在的な受け手である一般住民にリスクコミュニケーションをする上でも、資料作成にお

いて役立つ。 

また、本研究で実施した個別インタビューやグループインタビューから、人びとは避難や安定ヨウ

素剤の配布、食品検査など被ばく線量を減らす対処方法への関心は高いものの、なぜその行動に効果

があるのかという理由を十分に提供・理解できていないことが分かった（例えばヨウ素と甲状腺の関
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係など）。これらは原子力緊急時に備えておくべき情報発信として、国内外の原子力緊急時準備計画

に関するリスクコミュニケーションに活用できる。 
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